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1 人口動向 

品川区において、すべての年齢階層別人口は増加 将来動向（１）

■全国的に少子高齢化が進む中、品川区では今後も年少人口、生産年齢人口、老年人口とも

に増加していく 

・品川区において、すべての年齢階層別人口（年少、生産年齢、老年）は増加していく中で、

子育て支援や高齢者の増加への対応、将来的な生産年齢人口の減少による税収減や人材不

足等が課題となる。

地域や産業など次世代への技術や経験などの継承 将来動向（２）

■高齢化と担い手不足の更なる進展に伴い、地域の様々な場面で次世代への継承が課題に 

・高齢化と担い手不足がより一層進展することによって、地域の様々な場面において技術や

ノウハウ、知見・経験、記憶などの次世代への継承が課題になる。

・例えば、産業分野では区内中小企業における円滑な事業承継が懸念されるとともに、コミュ

ニティ分野であればこれまで地域を支えてきた町会・自治会なども次世代の参画促進と知

見等の継承が課題となる。

図表 1 品川区における高齢者（65歳以上）人口及び比率の将来見通し

資料）品川区推計 

団塊世代の後期高齢期への移行による終末期医療等の需要増加 将来動向（３）

■団塊世代の後期高齢期への移行による終末期医療等の需要急増 

・今後、我が国においては、いわゆる団塊の世代（1947～1949 年に生まれた人々）が後期

高齢期に突入する。

・品川区においても、2020 年には後期高齢者は 2018 年時点と比較して 1 万人強、約 25％増

加すると見込まれている。

・こうした人口構造の変化により、高齢者福祉サービスへの需要が急速に増大することが見

込まれている。

・特に医療・介護サービスとその後に訪れる看取りをすべて病院で対応することは既に困難

となりつつある。我が国は、他の先進国と比較して病院での看取りの比率が極端に高く、

今後は看取りとそこまでに至る終末期の医療・介護を病院以外の場所に移行していくこと

が必要となると考えられる。

図表 2 品川区における後期高齢者（75歳以上）の将来見通し 

資料）品川区推計
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図表 3 我が国の看取りの状況 

出典）厚生労働省「社会保障審議会(医療と介護の連携に関する意見交換)」第１回資料（2017 年３月 22 日）

2 情報技術の進展、産業構造の変化 

AI・IoT 化など技術革新が進展した Society5.0 社会の実現 将来動向（１）

■技術革新による生産性革命と新たな価値創出 

・Society 5.0 では、顧客や消費者の需要、各サプライヤーの状況など多様なビッグデータを

AI で解析することにより、多様なニーズに対応した生産計画・在庫管理の実現による生

産性革命や、AI やロボット技術の社会実装による新たな価値創造の実現が想定される。

・中小企業・小規模事業者などにおいても IT などの先端設備の投資促進が見込まれ、スマー

トものづくりの取り組みがより一層進むことが見込まれる。

図表 4 Society 5.0 新たな価値の事例（ものづくり分野の例） 

（出典）内閣府 HP「Society 5.0」< https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/monodukuri.html> （閲覧日：2019 年 4 月 4 日）

■デジタル人材の育成・確保の必要性 

・ものづくりのスマート化が進む中で、それを支える現場の人材のデジタルスキルやリテラ

シー等の習得・向上を促進していく必要性が高まる。
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AI 社会を前提とした教育の重要性の高まり 将来動向（２）

■AI を創造・活用する仕事の価値の高まり 

・過去に蓄積された大量のデータの解析にもとづき未来の意志決定を行う社会の進展に伴

い、AI やロボット等を創造、活用する仕事の価値が高まることが見込まれる。こうした

仕事に就く可能性を高めるものとして、STEM（Science、Technology、Engineering、
Mathematics）教育に注目が集まっている（Art を加えて STEAM 教育とする場合もある）。

・また、AI を創造・活用できる人材のニーズに伴い、実際に教育現場等に AI を搭載したロ

ボット等が導入され、教師などと協働する場面が増えてくることが予想される。

図表 5 第4次産業革命による就業構造転換の姿 

（出典）経済産業省「新産業構造ビジョン」

■AI が「正しく」判断するための情報の必要性の高まり 

・意思決定を AI に支援してもらうことが一般的となる一方で、AI は過去の人間の意思決定

をインプットとして結果を出力することには変わりない。例えば、米アマゾン・ドット・

コムが開発した AI を活用した人材採用システムは、その判断が「女性差別的である」と

いう理由で運用、開発が中止されるなど、人間の意思決定のバイアスが時として深刻な影

響をもたらすことが懸念されている。

 個別最適化された学び(アダプティブ・ラーニング）の進展 将来動向（３）

■学習ビッグデータの解析による、個別の学習進度に応じた教材提供の実現 

・学校における ICT 端末（タブレット等）の普及に伴い、集積された児童・生徒の学習に関

するデータを AI なども活用し分析することで、教科学習に関する児童・生徒のつまずき

の要因や、それを補う学習方法に関する知見を個々の児童・生徒の指導に生かすことも可

能となることが見込まれる。

・個々の児童・生徒ごとにふさわしい教材ができればこれまでのような一斉教授以外の授業

風景が増えてくることも想定される。

■個別最適化学習の普及による、学校、教師のあり方の問い直し 

・学校において一斉教授以外の学びのスタイルが一般化することで、学校のあり方（クラス

や学年制のあり方等）や、教師の専門性の再検討が求められることが想定される。

図表 6 個別最適化学習の実証実験結果 

注）経済産業省「『未来の教室』実証事業」において、株式会社 COMPASS が、単元内自由進度学習用のアプリケーション「Qubena」を

用いて、千代田区立麹町中学校で実証事業を行った成果報告資料。

（出典）経済産業省「第 7 回「未来の教室」と Edtech 研究会」資料 4－2 
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図表 7 個別最適化された学習、授業のイメージ 

（出典）経済産業省「「未来の教室」と Edtech 研究会」第 1 次提言参考資料

 ICT 利活用による健康管理の改善による健康寿命の延伸 将来動向（４）

・国民一人ひとりが自らの健康管理に係る詳細な情報をいつでも取り出すことができる PHR
（Personal Health Record）の整備や、AI を活用した地方公共団体における保健指導の高度

化など、ICT を中心とした技術革新の成果を生かした、健康づくり、疾病・介護予防を促

進する取り組みが進められている。

・こうした技術が今後実用化、普及することにより、健康寿命が延伸する可能性がある。

図表 8  ICTの利活用による健康管理支援の例（PHR） 

資料）未来投資会議構造改革徹底推進会合「医療・介護－生活者の暮らしを豊かに」会合資料

総務省「総務省における医療等分野の ICT 利活用について」平成 28 年 10 月
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図表 9  データとAIの活用による地方公共団体における健康指導高度化のイメージ 

資料）筑波大学、(株)NTT データ経営研究所、(株)つくばウエルネスリサーチ、NTT アドバンステクノロジ(株)「AI により健康寿命を延伸

し、社会保障費削減をもたらすデータヘルスシステムの研究開発」2017 年 8 月 30 日

自動運転技術の進化と普及に伴う交通環境の変化 将来動向（５）

■自動運転型車両等を用いた公共交通サービスの実用化の進展 

・物体感知センサーや自動ブレーキ、ハンドル自動操作等、自動運転技術の進化に伴い、自

動運転型車両が普及し、公共交通サービス等においても自動運転車両の普及が進むことが

見込まれる。

■自動運転技術の普及に伴う交通利便性の向上 

・自動運転技術の普及に伴い、公共交通サービス等の利便性向上が見込まれる。

図表 10 自動運転技術の開発状況と見通し 

（出典）国土交通省資料「運転支援技術・自動運転技術の進化と普及」

図表 11 ウェイモ社「無人タクシー」 

（出典）WAYMO blog「Waymo One:The next step on our self-driving journey(2018.12.5)」
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図表 12 無人バス「ロボットシャトル」 

（出典）株式会社 DeNA ロボットシャトル「栃木市にて、道の駅を拠点とした自動運転実験の第一弾、高齢者の足を確保」

生活家電・機器のネットワーク化の進展とサイバー犯罪への対応 将来動向（６）

■あらゆるモノと情報がネットワーク化される社会の進展と伴うリスク 

・家庭向け IoT 機器が普及の一途を辿るように、生活機器の多くがネットワーク化され、あ

らゆるモノと情報が繋がる社会が進展することが見込まれる。

・こうした社会の進展とともに、個人情報の違法収集や IoT 機器の不正遠隔操作等、誰もが

ターゲットとなり得るサイバー犯罪が多発する可能性がある。

図表 13 家庭向けIoT機器の普及予測 

（出典）内閣サイバーセキュリティセンター「サイバーセキュリティ戦略本部第 21 回会合資料（平成 31 年１月 24 日）」
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図表 14 実践的サイバー防御演習のイメージ 

（出典）総務省「平成 30 年版 情報通信白書」

3 在住・訪日外国人への対応 

在住外国人の増加・多様化による多文化共生社会の実現 将来動向（１）

・日本に暮らす在住外国人数は増加傾向にあり、2018 年 6 月末現在では約 264 万人で過去

最高を記録し、総人口に占める割合は 2.0％をはじめて超えた。また、入管法改正による

新たな在留資格の創設など、今後も在住外国人数の増加が予想されることから、今後は「生

活者としての外国人」として地域における多文化共生社会の実現が求められている。

図表 15 在留資格別在留外国人数の推移（主な在留資格） 

資料）法務省「平成３０年６月末現在における在留外国人数」及び、法務省「在留外国人統計」※11 年以前は統計外国人統計（各年 12 月

末現在）より作成
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 インバウンド観光の都市間競争の激化 将来動向（２）

■インバウンド観光の都市間競争の激化 

・UNWTO（国連世界観光機関）によると、今後も世界の国際観光客数は増加が見込まれて

いる。特に、アジア太平洋は近年増加しているが、今後についても、南アジア、北東アジ

ア及び東南アジアは中東やアフリカとともに、欧米に比べて高い伸びが予測されている。

・今後は、こうした経済的発展の著しい国・地域からのインバウンド観光客の取り込みに向

けて、国内外の都市との競争のより一層の激化が予想される。

図表 16 国際観光客（注1）の年平均伸び率の予測 

(注 1) ここでの「国際観光客」とは、自国以外の国・地域に観光目的で旅行する者を指す。そのため、ここでは日本以外の国・

地域を訪問する観光客も含む。

(出典）国土交通省「観光白書（平成 30 年度版）」< http://www.mlit.go.jp/statistics/file000008.html>（閲覧日：2019 年５月７日）

多文化共生社会の中での新たな人権擁護の必要性の広がり 将来動向（３）

■外国人の増加による人権擁護の新たな局面の一般化 

・日本に暮らす在留外国人数は今後も増加していくことが予想される。また、定住する外国

人数も増加傾向にある。 

・一方で、日本における外国人住民に対する調査からは、住居探し、仕事等の際に差別的な

経験をしたという回答が一定数みられている。 

・今後、外国人の増加によりこうした外国人の人権問題が社会的により重視されることとな

る可能性がある。 

図表 17 外国人住民が住む家を探した際に直面した経験 

（出典）公益財団法人人権教育啓発推進センター「外国人住民調査報告書」（平成 28 年度法務省委託調査研究事業）
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図表 18 外国人住民が仕事を探したり働いたりした際に直面した経験

出典）公益財団法人人権教育啓発推進センター「外国人住民調査報告書」（平成 28 年度法務省委託調査研究事業）

4 多様性、ライフ・ワーク・バランス、女性活躍など 

性の多様性を認め合う社会づくりの必要性 将来動向（１）

■性的（セクシャル）マイノリティへの理解促進への取り組みの必要性 

・LGBT などの性自認及び性的指向を理由とする差別を解消し、その人権を尊重することの

重要性について意識が高まっており、そのための具体的な取り組みを推進する地方公共団

体の事例も見られている。

・多様性を認め、あらゆる個性を有する人々の人権を尊重すべきと考える価値観が広がる中

で、性自認及び性的指向について、今後こうした取り組みがより一層広がることが想定さ

れる。

図表 19 性的マイノリティへの差別の状況 

注：2016 年 7月 15～10 月 31 日調査実施 

          （出典）法務省 HP 

図表 20 東京都における性的マイノリティへの差別禁止を定めた条例の概要 

■条例の名称：東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例 

（平成 30年東京都条例第 93 号。平成 30 年 10 月 15 日公布） 

■条例の目的（第一条より抜粋） 

・啓発、教育等の施策を総合的に実施していくことにより、いかなる種類の差別も許されないという、

オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念が広く都民等に一層浸透した都市となることを目的

とする。 

■性的マイノリティ禁止に関する規定（第四条） 

・都、都民及び事業者は、性自認及び性的指向を理由とする不当な差別的取扱いをしてはならない。 

■多様な性の理解促進に向けた取り組みに関する規定（第五条抜粋） 

・都は、差別解消並びに性自認及び性的指向に関する啓発等の推進を図るため、基本計画を定めると

ともに、必要な取組を推進する。 

・都は、国及び区市町村が実施する差別解消並びに性自認及び性的指向に関する啓発等の取組につい

て協力する
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図表 21 多様性を尊重する施策の事例（渋谷区） 

■名称： 

渋谷区パートナーシップ証明書 

■法的根拠： 

渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例 

■概要： 

法律上の婚姻とは異なるものとして、男女の婚姻関係と異ならない程度の実質を備えた、戸籍上の性

別が同じ二者間の社会生活における関係を「パートナーシップ」と定義し、一定の条件を満たした場

合にパートナーの関係であることを証明するもの 

（出典）渋谷区 HP「渋谷区パートナーシップ証明書」より抜粋

図表 22 パートナーシップ制度公布件数（2017年11月時点） 
地方公共団体 パートナーシップ制度公布件数 

渋谷区 24 

世田谷区 56 

伊賀市 4 

那覇市 18 

札幌市 31 

注）戶籍上「異性」のカップルを含む札幌市の全発行数は 32 組 

資料）渋谷区「パートナーシップ証明書実態調査報告書（平成 29 年 11 月 5 日）」より作成 

ライフ・ワーク・バランスの更なる変容 将来動向（２）

・働き方改革（労働時間の削減、ワークシェアリングやテレワークの推進）のより一層の進

展や AI・ロボット技術等による仕事の効率性・生産性の向上に伴い、仕事以外に割く時

間が相対的に増加することが見込まれる。その時間を、文化芸術や生涯学習・スポーツ、

地域社会における様々な活動に充てる人（又は、充てる余地がある人）が増加していくこ

とが予想される。

図表 23 労働時間指数 

資料）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成

注）平成 27 年平均を 100.0 とした労働時間指数。事業所規模５人以上を集計。
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男女共同参画・女性活躍の一層の推進 将来動向（３）

■子どもができても働き続ける意識の浸透 

・女性の年齢階級別労働力率を見た際に確認されるいわゆる「M字カーブ」は、近年 M字の

底が急速に浅くなっており、出産、子育て期にも就労を継続する人が増加している。また

意識の面でも、子どもができても女性が職業を継続することをよしとする意識は男女とも

に一貫して増加傾向にある。こうした傾向は今後一層強まると想定されるため、今後 20

代～40 代の女性の労働参加は一層進展することが想定される。 

図表 24 女性の年齢階級別労働力率の推移 

（出典）内閣府「男女共同参画白書 平成 30 年版」

図表 25 女性が職業を持つことに対する意識の変化

（出典）内閣府「男女共同参画白書 平成 30 年版」 
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児童・生徒の多様化を踏まえたインクルーシブ教育の進展 将来動向（４）

■様々な障害を抱えながら学ぶ児童・生徒の増加 

・障害を理由として通級による指導を受けている児童・生徒数は一貫して増加傾向にあり、

かつ近年では増加ペースがさらに高まっている。

図表 26 通級指導を受けている児童・生徒数の推移 

（出典）文部科学省「平成 29年度通級による指導実施状況調査結果について」

■外国にルーツを持つ児童・生徒の増加 

・今後は在住外国人の増加等により、日本で家庭を設ける外国人の増加が見込まれる。それ

に伴い、外国にルーツを持つ児童・生徒がますます増加する可能性も考えられる。

5 健康・福祉 

高齢者人口の増加による社会保障費用の増加 将来動向（１）

■高齢者人口の増加による社会保障費用の増加 

・近年、高齢化の進展により社会保障費用は大幅な増加が続いており、社会保障給付費全体

に占める高齢者関係給付額の割合も 2003年まで上昇を続け、その後若干低下したものの、
7割前後の高水準のまま推移している。

・今後、高齢人口の絶対数の増加と生産年齢人口の減少によりその比率が上昇することが想

定され、高齢者関係社会保障費用の一層の増加が避けられない一方で、税収の担い手とな

る生産年齢人口の減少もまた不可避であることから、制度の安定的な運営が課題となる。

図表 27 全国の高齢者関係社会保障費用の推移 

資料）国立社会保障人口問題研究所「社会保障統計」より作成
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図表 28 品川区における高齢者（65歳以上）人口及び比率の将来見通し（再掲） 

資料）品川区推計

認知症対策の重要性の高まり 将来動向（２）

■高齢化の進展に伴う認知症高齢者の増加 

・全国の認知症高齢者数は確実に増加しており、軽度の患者も含めた総数は、2030年には、
多いケースでは約 830万人と見込まれており、65歳以上人口 3716万人（国立社会保障人
口問題研究所推計（出生、死亡中位ケース））の 5人に１人を超える規模に達すると見込
まれている。

・これに伴い、認知症高齢者に対する理解や見守り、支援など、地域における対応の充実を

早急に進めることが求められている。

図表 29 全国における認知症高齢者数の将来見通し 

資料）二宮利治(九州大学大学院医学研究院附属総合コホートセンター)「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」

（平成 26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業）
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図表 30 品川区の認知症高齢者の推移 

Ⅱａ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。家庭外で前

記の状態が見られる

Ⅱｂ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。家庭内でも

前記の状態が見られる

資料）品川区「品川区第七期介護保険事業計画」

図表 31 「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）～認知症高齢者等にやさしい地域

づくりに向けて～」の概要 

（出典）厚生労働省資料

 介護人材の不足 将来動向（３）

■介護人材への需要増に対する人材確保の必要性 

・高齢化の進展に伴う要介護者の増加により、介護人材の必要数は大幅に増加すると見込ま

れている。

・これに対し、近年介護人材は増加傾向にあるものの、それだけではこの需要増に対応する

ことは困難と見込まれており、東京都においても、介護人材については不十分で、2016
年時点から 2025年までの推計において、必要量見込み約 22.3万人に対し約 4.3万人、２
割弱の不足が見込まれている。

図表 32 将来の介護人材必要数の見通し 

資料）厚生労働省報道発表資料「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について（2018年５月 21日）」
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図表 33 首都圏における2025年の介護人材の需給バランスの見通し 

資料）厚生労働省報道発表資料「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について（2018年５月 21日）」より作成

図表 34 品川区の要介護認定者の推移と見込み 

資料）品川区「品川区第七期介護保険事業計画」

6 環境・まちづくり 

資源共有化による課題解決としてのシェアリングサービスの進展 

・人・モノなどのあらゆる地域資源を最大限に生かしていくという観点から、近年ではシェ

アリングエコノミーの考え方に基づくサービスや活動が広まってきている。

・シェアリングエコノミーには、「シェア×空間（例：ホームシェア、駐車場、会議室等）」「シェ

ア×モノ（例：フリマ、レンタルサービス）」「シェア×スキル（例：家事代行、介護、育児、知見・

知識等）」「シェア×移動（例：カーシェア・ライドシェア等）」「シェア×お金（例：クラウドファ

ンディング）」などの分野があり、新たなサービス創出による価値創造（民泊・カーシェア等）

や、多様な社会参画（クラウドファンディング、知見共有等）が可能になることが予想される。

図表 35 シェアリングエコノミーの領域と市場規模 

（出典）シェアリングエコノミー協会「代表的なシェアリングサービス」

< http://www.soumu.go.jp/main_content/000516194.pdf > （閲覧日：2019年 4月 4日）
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図表 36 シェアリングサービスの具体例 

（自転車シェアリングの例: docomo bike share） 

（出典）「docomo bike share」

< https://docomo-cycle.jp/> （閲覧日：2019年 5月 16日）

図表 37 サービスを開始したシェアリングサービスの推移 

（出典）総務省「平成 30年度情報通信白書」

 エネルギー転換の進展 将来動向（２）

■エネルギーミックスの変化 

・2015 年に合意されたパリ協定において、日本は 2030 年の温室効果ガスの排出を 2013 年
比で 26％削減するという目標を掲げ、再生可能エネルギーの導入拡大に向けた取組が進
められている。

・政府は、2030 年度のエネルギーミックスにおいて、22～24％の再生可能エネルギーを導
入することを想定しており、今後一層その重要性が高まっていくと見込まれる。

図表 38 エネルギーミックスの将来像 

（出典）資源エネルギー庁「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」第 25回会合資料 1-4 

■「創エネ」及び「蓄エネ」の進展 

・今後は効率的なエネルギー消費を心がける「省エネ」だけでなく、脱炭素化や自然災害に

よる停電への対応という点から、自ら電力を作り出し蓄える「創エネ」「蓄エネ」が進展

することが考えられる。

・家庭用蓄電池や電気自動車の普及はこのような動きを一層後押し、一般家庭においても電

力購入に頼らない自家発電・自家消費社会への転換が進むことが考えられる。東京電力で

は、太陽光発電と蓄エネルギー技術を組み合わせた、自家消費システムを開発している。
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図表 39 自家消費システムの例 

（出典）経済産業省「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会」第 10回資料２

 気候変動の進展 将来動向（３）

■より一層進む気候変動と地域への影響 

・日本の年平均気温は長期的には 100 年あたり 1.19 度の割合で上昇している。今後の将来
予測では気温の上昇とともに、猛暑日の年間日数も増加し、21 世紀末で東日本太平洋側
では 20日以上増加すると予測されている。

・この結果、農作物の品質の低下や栽培適地の変化といった農林水産業への影響や、河川の

流況の変化や豪雨の増加などによる水資源・自然災害への影響、熱中症の増加などの都市

生活への影響など、様々な影響がより一層深刻化すると予測されている。

図表 40 日本の年平均気温偏差 

注）黒線は平均偏差、青線は 5年移動平均、赤線は長期変化傾向を示す

（出典）環境省 文部科学省 農林水産省 国土交通省 気象庁「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート 2018～日本の気候変

動とその影響～」
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図表 41 猛暑日の年間日数の将来変化 

注１）猛暑日とは、最高気温が 35℃以上の日を指す

注２）棒グラフ（赤）は、現在気候（1980～1999年）と将来気候（2076～2095）における猛暑日の年間日数差（予測）

   縦線は、猛暑日が現れやすい年々の変動の幅（標準偏差、各地域とも左：現在気候、右：将来気候）

（出典）環境省 文部科学省 農林水産省 国土交通省 気象庁「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート 2018～日本の気候変

動とその影響～」

■気候変動を踏まえた適応の動きの活発化 

・気候変動に対応するため、国では平成 30 年６月に「気候変動適応法」を交付し、国、地
方公共団体、事業者、国民が連携・協力して適応策を推進するための法的仕組みを構築し

ている。

・また、民間においても、農業支援サービスや災害リスクを予測・評価するサービス、屋外

作業員の熱ストレスを管理するサービス等、ICT技術を活用したサービスの提供など、気
候変動を見据えた適応ビジネスの動きも活発化する。

図表 42 気候変動を見据えた適応ビジネスの例 

（出典）環境省 文部科学省 農林水産省 国土交通省 気象庁「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート 2018～日本の気候変

動とその影響～」
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 持続可能な消費行動への変容 将来動向（４）

■エシカル消費の浸透や食品ロスへの関心の高まり 

・昨今、消費者にたどり着くまでの生産過程や消費後の廃棄過程に至るもののライフサイク

ルを可視化し、社会や環境に配慮した商品・サービスを積極的に選択することで、消費者

それぞれが社会的課題や環境問題の解決を考慮した消費活動を行う「倫理的消費」（エシ

カル消費）への関心が高まっている。

・また、食品ロスが問題となっていることへの関心も高まっており、食品ロス削減に向けた

国民運動も展開されるなど、環境に配慮した消費行動への転換が予想される。

図表 43 食品ロス問題の認知度 

（出典）消費者庁「平成 30年版消費者白書」

■「モノ消費」から「コト消費」への消費者意識の変化 

・物の所有を控えようと行動している人の割合は高く、その理由として特に若い世代では、

「所有しなくてもレンタルやシェアで代替できる」や「物を買うよりもレンタルやシェア

の方が安いから」といった理由もあげられている。

・このため、モノやサービスを購入する「モノ消費」より、購入したモノやサービスを使っ

てどのような経験・体験をするかという「コト消費」に、より消費者の関心が進む。

図表 44 物の所有に対する市民の意識 

（出典）環境省「平成 30年版環境・循環型社会・生物多様性白書」
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 景観まちづくりの展開 将来動向（５）

■まちの景観に対する意識の高まり 

・近年まちの景観に関する意識には高まりが見られ、観光地以外においても、人々の憩いの

場となる水辺環境や緑化景観など、各自治体で景観の保全や向上、創出に向けた取組が行

われている。

・良好な景観の創出により地方創生につなげるという目的のほか、地域住民の誇りの醸成と

いう観点からも、今後も景観施策に取り組む自治体は増加すると見込まれる。

図表 45 景観施策に取り組む自治体の増加 

注）景観行政団体とは、景観法により定義される景観行政をつかさどる行政機構。

（出典）国土交通省「日本らしく美しい景観づくりに関する懇談会」論点まとめ資料。

■空き家の増加 

・既存住宅の除却や活用が進まない場合、全国の空き家数は 2033 年に 2,167 万戸、空き家
率は 30.4％となることが予測されている。

・これらの空き家が適切に管理されなければ、老朽化・廃屋化によって地域の景観に悪影響

を及ぼすだけではなく、防犯・防災上の問題を引き起こすほか、倒壊によって周囲に危険

を生じさせる可能性がある。

図表 46 総住宅数、空き家数および空き家率の実績と予測結果 

注）実績値は、総務省「住宅・土地統計調査」より。予測値は野村総合研究所。

（出典）野村総合研究所ニュースリリース「2030年の既存住宅流通量は 34万戸に増加」（2016/6/7）
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7 安全・安心 

 AI・ロボット等の普及に伴う災害対応へのあり方の変容 将来動向（１）

■AI による精緻な災害発生予測による、地域毎のリスクの先鋭化 

・過去に発生した膨大な数の災害ビッグデータの解析に基づき、地域別の災害リスクが明ら

かになるとともに、誰もが災害リスク情報にアクセス可能となることにより、災害リスク

に応じて、地域が「選ばれる」社会の到来が見込まれる。

・このことに伴い、地域個別の災害リスクに見合った十分な事前対策が求められることが想

定される。

■ドローン等の普及に伴う迅速な復旧の推進 

・ドローン等の導入が進展することにより、災害時の迅速な状況把握が進むことが見込まれ

る。

図表 47 科学技術の進展が災害対応に与える影響 

（出典）内閣府「Society 5.0 科学技術イノベーションが拓く新たな社会 説明資料」

図表 48 ドローンを活用した災害調査 

（出典）京都大学防災研究所「DPRI NEWSLETTER 2016.11（No82）特集 ドローンを使った災害調査」
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首都直下地震後の地域特性に応じた復興計画への対応 将来動向（２）

■阪神・淡路大震災以来の都市型災害に伴う甚大な被害 

・南関東エリアでは、マグニチュード 6.0 以上の地震がおよそ 30 年の周期で発生しており、

首都圏で想定されている首都直下地震についても、その発生確率は高いものとされてい

る。 

・首都直下地震が発生した場合、その被害は全壊棟数が 17 万５千棟、延焼による焼失棟数

は 41 万２千棟、死者は約２万３千人（いずれも最大想定の場合）とされ、経済的被害は

直接被害と生産・サービス低下に伴う経済損失の合計で約 95 兆円と試算されている。 

・首都直下地震の発生により、首都中枢機能が停滞するとともに、復旧・復興に甚大なコス

トと時間を要することが予想される。 

・また、こうした事態を踏まえ、各地では都市型災害への対策強化が進められることとなる。

図表 49 1600年以降南関東で発生したマグニチュード６以上の地震 

（出典）内閣府 中央防災会議 首都直下地震対策ワーキンググループ「首都直下地震の被害想定と対策について」（平成 25年 12 月） 

将来動向（３）多様化する災害時要配慮者への体制構築が進展 

■多様化する災害時要配慮者 

・外国人観光客の増加に対応して、災害情報の多言語化、デジタルサイネージやアプリを使

用した情報発信手段の多様化、ハラール対応の避難食の備蓄等が整備され、増加する外国

人への対応体制が適切に構築されることが見込まれる。 

・また、外国人観光客だけでなく、災害時に必要とされる高齢者、障害者、女性や LGBT 等

への配慮が社会的に浸透し、年齢や性別等によらない災害対応が可能となることが期待さ

れている。

図表 50 外国人観光客に対する避難誘導に係る文例 

（出典）観光庁「自然災害発生時の訪日外国人旅行者への初動対応マニュアル策定ガイドライン～観光・宿泊施設の皆さまに向けて～」（平

成 26 年 10月）
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図表 51 防災基本計画での男女共同参画・多様性への配慮（一部抜粋）  

（出典）中央防災会議「防災対策推進検討会議資料「災害時に女性（男性）が直面する困難と男女共同参画による対策」」（平成 2４年） 

高齢化の進展に伴う特殊詐欺被害の急増 将来動向（４）

■特殊詐欺による被害の急増 

・特に高齢者を狙ったオレオレ詐欺をはじめとする特殊詐欺が増加するとともに、その手口

の複雑化・巧妙化が懸念される。

・また、核家族化の進行や高齢単独世帯の増加、地域コミュニティからの孤立等により、「気

軽に相談可能な人」のいない環境が進み、より一層、被害の増加が懸念される。

図表 52 都内における特殊詐欺被害認知件数の推移（単位：件） 

注：３０年中の被害認知件数は過去最悪。

資料）警察庁の統計にもとづき品川区作成

図表 53 都内における特殊詐欺被害額の推移（単位：億円） 

注：３０年中の被害額は過去２番目に多い。

資料）警察庁の統計にもとづき品川区作成
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